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（百万円未満切捨て） 
１．19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日） 
 
 (1)連結経営成績                                 （％表示は対前期増減率） 
 
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 

 百万円     ％ 
 

百万円     ％ 
 

百万円     ％ 
 
         百万円    ％ 
       19 年 3 月期 1,557,802   3.3 96,144 △20.3 101,348  △18.7 54,841 △15.9 

18 年 3 月期 1,507,505     5.8 120,669    0.1 124,715     3.5 65,187   8.8 
 

 
１ 株 当 た り  
当 期 純 利 益  

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

                円 銭   円 銭 ％ 
     

％ 
     

％ 
     19 年 3 月期 78.10         －  5.1 6.0  6.2 

18 年 3 月期 91.23         －  6.3 7.6  8.0 
(参考) 持分法投資損益 19 年 3 月期 △99 百万円 18年 3月期 442 百万円  
 
 (2)連結財政状態 
 
 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 
 

百万円 
 

％ 
 

        円 銭 

19 年 3 月期 1,700,250 1,099,439 63.0 1,544.02 
18 年 3 月期 1,662,377 1,063,308 64.0 1,507.90 
(参考) 自己資本 19 年 3 月期 1,071,897 百万円 18年 3月期 －百万円  
 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況 
 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年 3 月期  123,010 △150,717 △42,589 170,488 
18 年 3 月期  141,673 △151,780 △46,712 239,221 
 
 
２．配当の状況  
 １株当たり配当金 
（基準日） 中間期末 期  末 年  間 

配当金総額 
(年間) 

配 当 性 向  
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

18 年 3 月期 12.00 14.00 26.00 18,468 28.5 1.8 
19 年 3 月期 13.00 19.00 32.00 22,376 41.0 2.1 
20 年 3 月期 
(予想) 16.00 16.00 32.00 － 44.9 － 

 
 
３．20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
 

 （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 １ 株 当 た り  

当 期 純 利 益  
 百万円  ％       百万円    ％       百万円    ％      百万円    ％       円 銭 

中 間 期 795,000    6.9 40,000   △16.4 42,000   △17.8 21,500   △16.2 30.97 
通    期 1,660,000    6.6 87,000     △9.5 91,500    △9.7 49,500    △9.7 71.30 

dejitaru-syomei
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４．その他 
 
 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
 (2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と 

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
 (注)詳細は、24 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
 (3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 730,480,693 株 18 年 3 月期  740,480,693 株 
② 期末自己株式数  19 年 3 月期   36,254,522 株  18 年 3 月期   35,508,592 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１．19 年 3 月期の個別業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 
 (1)個別経営成績                                  （％表示は対前期増減率）  
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 

 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
19 年 3 月期 1,162,244  △1.8 41,059  △21.4 57,799  △12.8 33,705  △13.4 
18 年 3 月期 1,183,731    2.4 52,227      7.5 66,319    10.9 38,921    34.3 

  
 １ 株 当 た り  

当 期 純 利 益  
潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益        

  円 銭   円 銭 

19 年 3 月期 47.95         － 
18 年 3 月期 54.28         － 
 
 
 (2)個別財政状態 
 
 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 

 
百万円 

 
％ 

 
        円 銭 

19 年 3 月期 1,431,131   864,155 60.4 1,243.53 
18 年 3 月期 1,423,240   883,464 62.1 1,251.59 
(参考) 自己資本  

 
19 年 3 月期   864,155 百万円  18 年 3月期 －百万円 

   
２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
 
                                                                     （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  

 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 １ 株 当 た り  
当 期 純 利 益  

 百万円  ％       百万円    ％       百万円    ％      百万円    ％       円 銭 
中 間 期 585,000    3.2 18,000   △22.6 25,500   △21.0 13,000   △20.0 18.71 
通    期 1,228,000    5.7 39,000     △5.0 54,500     △5.7 29,500   △12.5 42.45 
 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記

載の予想数値と異なる可能性があります。 
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１．経 営 成 績  
 
（１）経営成績に関する分析 
 
① 当期の経営成績 
 
当期のわが国経済は、企業収益の改善を受けて、設備投資が増加し、個人消費も底堅く推移するなど、

緩やかな拡大が続きました。 

 しかしながら、印刷業界においては、原油価格高騰に伴う原材料価格の上昇や競争激化による受注単価

の下落など、引き続き厳しい経営環境にありました。 

 ＤＮＰグループは、事業ビジョンに掲げたＰ＆Ｉソリューションに基づき、積極的な営業活動を展開し

て顧客ニーズに対応した製品、サービス及びソリューションを提供するとともに、コスト削減を目指した

「モノづくり２１活動」にグループを挙げて取り組み、業績の確保に努めましたが、当期の連結売上高は

１兆５，５７８億円（前期比 3.3％増）、連結営業利益は９６１億円（前期比 20.3％減）、連結経常利益は   

１，０１３億円（前期比 18.7％減）、連結当期純利益は５４８億円（前期比 15.9％減）となりました。 

 

 部門別の状況については、以下のとおりです。 

【印刷事業】 

・情報コミュニケーション部門 

 出版印刷関連は、出版市場の低迷が続き、フリーペーパーは増加したものの、書籍、雑誌とも減少しま

した。 

 商業印刷関連は、活発な企業の販売促進活動を受けて、チラシ、パンフレットなどが増加し、順調に拡

大しました。 

 ビジネスフォーム関連は、パーソナルメールなどのデータ入力から印刷・発送までの業務を行うＩＰＳ

（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）が好調に推移し、ＩＣカードも金融業界向けを中心に大幅に増加しまし

た。 

 その結果、部門全体の売上高は、６，６８８億円（前期比 1.0％増）、営業利益は、５０９億円（前期比 

0.1％減）となりました。 

 

・生活・産業部門 

 包装関連は、ペットボトルの第一次成型品プリフォームと軟包装材が増加しましたが、紙器、紙カップ

は減少しました。 

 建材関連は、環境・健康に配慮した「サフマーレ」などの環境対応型化粧シートが増加し、順調に推移

しました。 

 産業資材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンター用インクリ

ボンが増加したほか、薄型ディスプレイ向けの各種光学フィルムが大幅に増加し、好調に推移しました。 

 その結果、部門全体の売上高は、５，３２７億円（前期比 11.0％増）、営業利益は、３６２億円（前期

比 3.6％減）となりました。 
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・エレクトロニクス部門 

 フォトマスクは、先端製品を中心に増加しましたが、リードフレーム等のエッチング製品などは減少し

ました。 

 また、今年度から連結対象となったＰＤＰ用背面板は順調に拡大したものの、液晶カラーフィルター 

が、単価下落に加え、在庫調整の影響から減少し、シャドウマスク、プロジェクションテレビ用スクリー

ンも低調でした。 

 その結果、部門全体の売上高は、２，９１９億円（前期比 1.6％減）、営業利益は、１４８億円（前期比 

60.6％減）となりました。 

 

【清涼飲料事業】 

・清涼飲料部門 

 競合他社との競争激化により、主力のコーヒー飲料、茶飲料が低迷したほか、機能性飲料が伸び悩みま

した。これに対して、コカ・コーラ生誕１２０周年記念のキャンペーンを展開するとともに、「からだ巡茶

（めぐりちゃ）」などの新製品、「ジョージア サントスプレミアム」「じょうずに野菜 北海道ミルクと野

菜」などの北海道地域限定品を発売し、業績の確保に努めました。 

 その結果、部門全体の売上高は、７４１億円（前期比 3.0％減）となりました。なお、営業利益は、経

費削減の効果により６億円（前期比 122.5％増）となりました。 

 

 

② 次期の見通し 
 
 今後の見通しについては、国内景気は民間需要に支えられ、緩やかな回復が続くと予想されますが、海

外経済や原油価格の動向など依然として不透明であり、予断を許さない状況が続くものと思われます。 

 印刷業界においても、引き続き原材料価格の上昇や受注競争の激化により、厳しい状況が予想されます。 

 このような中、各部門の市場環境、需要動向などに的確に対応し、積極的な営業活動を展開して業績の

確保に努めていきます。 

 

・情報コミュニケーション部門 

 出版印刷関連は、創刊誌の受注獲得に加えて、フリーペーパーを積極的に取り込み、シェアの拡大に努

めていきます。また、堅調な需要の拡大が見込まれる商業印刷関連およびビジネスフォーム関連は、Ｐ＆

Ｉソリューションの推進により受注拡大を図っていきます。 

 

・生活・産業部門 

 包装関連は、原材料価格上昇の影響が懸念されますが、高いバリア性を持つＩＢフィルム（Innovative 

Barrier Film）など各種機能性材料の拡大に注力していきます。建材関連も環境対応型製品の拡販に努め

ていきます。また、産業資材関連は、引き続き、薄型ディスプレイ向けの各種光学フィルムの需要拡大が

予想され、受注拡大を見込んでいます。 



                            大日本印刷㈱ （7912） 平成19年３月期決算短信 

－5－ 

・エレクトロニクス部門 

 液晶カラーフィルターは、一時的な在庫調整や受注単価下落の影響はありますが、パソコンモニター、

民生用テレビ向け需要の拡大が見込まれ、コストダウンを強力に進めながら生産能力の増強に努め、受注

拡大を目指します。 

 また、フォトマスクについては、国内外の生産体制を増強し、最先端の４５ナノに対応した生産体制の

整備を進め、競争力を高めていきます。 

 

・清涼飲料部門 

 市場の伸び悩みと販売競争の激化など、引き続き厳しい状況が見込まれますが、中期経営計画を強力に

推進し、一層の収益体質の改善に取り組みます。 

 

 次期の業績については、連結売上高は１兆６，６００億円、連結営業利益は８７０億円、連結経常利益

は９１５億円、連結当期純利益は４９５億円を見込んでいます。 

 

（２）財政状態に関する分析 
 
 当期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期純利益が  

９８９億円、減価償却費１，００１億円などもあり、１，２３０億円（前期は１，４１６億円）となりました。      

投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得１，５３９億円、投資有価証券の取得１３８億円などにより、

１，５０７億円（前期は１，５１７億円）となり、また、財務活動に使用された資金は、配当金の支払１９６億

円、自己株式の取得１９６億円などもあり４２５億円（前期は４６７億円）となりました。この結果、当期末の

現金及び現金同等物は１，７０４億円と前期に比べ６８７億円の減少となりました。    

 

なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 
 

 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

自 己 資 本 比 率    （％） ６５．０ ６４．７ ６３．０ ６４．０ ６３．０ 

時価ベースの自己資本比率（％） ５８．０ ８２．５ ７８．２ ９０．３ ７５．７ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率
（年） ０．３ ０．４ ０．４ ０．５ ０．６ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 
（倍） １６９．５ １３９．７ １４４．７ １０６．２ ９３．８ 

 
   （注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

 
    ・自己資本比率  ： 自己資本 ／ 総資産 
 
    ・時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産 

        株式時価総額  ： 期末株価終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後） 
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    ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 

     有利子負債        ： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支 

 払っている全ての負債を対象としています。 
 
       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
 

    ・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー ／ 利払い 

       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
 

       利払い   ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し 

 ています。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置づけています。 

利益の配分については、株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向などを勘案

して実行していきます。また、将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経

営基盤の強化を図ります。 

内部留保資金は、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる投資と、新規事業展開のための設備

投資、戦略的提携やＭ＆Ａなどに充当するとともに、資金需要や市場動向をみながら、株主還元の一

環として自己株式の取得を検討していきます。これらは将来にわたる利益の向上に寄与し、株主の皆

様への利益還元に貢献するものと考えています。 

この方針に基づき、当期の期末配当金を１株当たり１９円とし、中間配当金（１株当たり１３円）とあ

わせ、年間配当金は３２円となり、前期より６円の増配とさせていただく予定です。これにより、平成

１５年３月期から５期連続の増配となり、当期の連結配当性向は、４１．０％になります。 
 
また当期には、１,０６５万株の自己株式を１９４億円で取得しました。これで、平成１５年３月期から

５期連続の実施となりました。なお、これまでに取得し保有していた自己株式の内、１,０００万株を当期

に消却しました。 

次期の配当金は、中間配当金１６円、期末配当金１６円とさせていただき、年間配当金は３２円となる

見込みです。 
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（４）事業等のリスク 
 
 ＤＮＰグループの業績などは、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があり

ます。したがって、ＤＮＰグループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限に

とどめるよう努めていきます。 

  

ＤＮＰグループがリスクと判断した主な事項は、下記のとおりです。 

 

① 国内景気と消費動向 

 ＤＮＰグループは、幅広い業種の、非常に多くの顧客と取引を行なっており、特定の顧客に偏らない安

定的な事業活動を展開しています。その市場は、主として日本国内を中心としており、海外売上高の割合

は約１７％となっています。したがって、日本国内の景気変動により、個人消費など内需が低迷した場合

には、受注量の減少や受注単価の下落など業績等に影響が生じる可能性があります。 

 

② エレクトロニクス業界の市場変化 

 エレクトロニクス部門は、高い収益性と成長性が見込まれ、今後も事業拡大を図っていく戦略部門です。

今後も綿密な情報収集に基づく事業戦略の構築と市場競争力の高い付加価値製品の開発に注力して、安定

的な収益の確保を目指していきます。しかしながら、ディスプレイや半導体関連製品の市場は、急激な変

化による大幅な需要の変動や単価の下落などが発生する場合もあり、これは当部門の業績に影響を与える

可能性があります。 

 

③ 原材料調達の変動 

 原材料の調達については、国内及び海外の複数のメーカーから印刷用紙やフィルム材料などを購入し、

安定的な原材料の確保と最適な調達価格の維持に努めています。しかしながら、石油価格の高騰や中国市

場での急激な需要増加などにより、一時的に需給バランスが崩れる懸念もあります。そのような場合には、

当社の顧客との交渉を通じて対応していきますが、原材料調達がきわめて困難になった場合や購入価格が

著しく上昇した場合は、業績に影響を与える可能性があります。 

 

④ 新製品・新技術の開発 

 ＤＮＰグループは、印刷技術を応用して顧客や市場のニーズに対応した新製品・新技術を開発し、幅広

い産業分野へ製品・サービスを供給しています。これらの開発においては、近年、技術革新のスピードが

ますます早まり、ニーズの多様化も急激に進んでいます。今後、開発競争はいっそう激化するものと思わ

れ、予想を上回る商品サイクルの短期化や市場動向の変化によって、業績などが大きく変動する可能性が

あります。 
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⑤ 為替の変動 

 エレクトロニクス部門などを中心に海外顧客との製品・サービスの取引が拡大しており、為替の影響は、

次第にその比重が増してくると予想されます。したがって、為替予約などにより相場の変動リスクをヘッ

ジしていますが、急激な為替変動があった場合には、業績への影響が大きくなる可能性があります。 

 

⑥ 法的規制等 

 法令の遵守を基本として事業を進めていますが、製造物責任や環境・リサイクル関連、独占禁止法、個

人情報保護法、特許法、税制、輸出入関連などにおいて、国内、海外を問わずさまざまな法的規制等を受

けており、今後さらにその規制が強化されることも考えられます。そのような場合、事業活動に対する制

約の拡大やコストの増加も予想され、ＤＮＰグループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 情報システムとセキュリティ 

 インターネットをはじめとするコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まり、情報

システムの構築やセキュリティ対策の確立は、事業活動を継続する上で、いまや不可欠となってきていま

す。これに対して、近年ソフト・ハードの不具合やコンピュータウィルスなどによる情報システム障害の

発生、顧客・生活者情報の漏えいなど、さまざまなリスクの発生の可能性が高まってきています。ＤＮＰ

グループでは、情報セキュリティ体制の高度化と社員教育などを通じてシステムとデータの保守・管理に

は万全を尽くしていますが、万一これらの事故が発生した場合には、事業活動に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

⑧ 災害の発生 

 製造設備などの主要施設に関しては、防火、耐震対策などを実施するとともに、製造拠点の分散化を図

り、災害などによって生産活動の停止あるいは製品供給に混乱をきたすことのないよう努めています。ま

た、各種保険によるリスク移転も図っています。しかしながら、大地震やテロなどの発生により、生産活

動の停止や社会インフラの大規模な損壊など予想を超える事故が発生した場合は、業績に大きな影響を及

ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 
ＤＮＰグループは、当社及び子会社１２６社、関連会社１１社で構成され、印刷事業及び清涼飲料事

業において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼飲料に関連する事業活動

を行っております。 

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。 
 
【印刷事業】 

  ≪情報コミュニケーション部門≫ 

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など 
 

 ［主な関係会社］

(製     造)    ㈱ＤＮＰアート、㈱ＤＮＰ映像センター、㈱ＤＮＰエス・ピー・テック、

㈱ＤＮＰオフセット、㈱ＤＮＰグラフィカ、㈱ＤＮＰスペースデザイン、

㈱ＤＮＰ製本、㈱ＤＮＰテクタス市谷、㈱ＤＮＰテクタス蕨、㈱ＤＮＰデ

ータテクノ、㈱ＤＮＰデータテクノ関西、㈱ＤＮＰデジタルコム、㈱ＤＮ

Ｐトータルプロセス市谷、㈱ＤＮＰトータルプロセス長岡、㈱ＤＮＰトー

タルプロセス前橋、㈱ＤＮＰトータルプロセス蕨、㈱ＤＮＰ年史センター、

㈱ＤＮＰ物流システム市谷、㈱ＤＮＰ物流システム商印、㈱ＤＮＰメデ

ィアクリエイト、㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西、㈱ＤＮＰユニプロセ

ス、㈱マルチプリント、㈱和幸社 

(製  造・販  売)    Tien Wah Press (Pte.) Ltd. 

(販売・サービス)    ㈱ＤＮＰアーカイブ・コム、大日本開発㈱、㈱ダイレック、マイポイント・

ドット・コム㈱ 

           ※ 教育出版㈱ 
 

  ≪生活・産業部門≫ 

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、産業資材等の製造・販売 
 

  ［主な関係会社］ 

(製     造)     ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス、 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田原、㈱ＤＮＰ

エリオ、㈱ＤＮＰオプトマテリアル、㈱ＤＮＰカップテクノ、㈱ＤＮＰ住

空間マテリアル、㈱ＤＮＰテクノパック、㈱ＤＮＰテクノパック関西、 

㈱ＤＮＰテクノパック横浜、㈱ＤＮＰテクノパック東海、㈱ＤＮＰテクノ

フィルム、㈱ＤＮＰテクノポリマー、相模容器㈱ 

(製  造・販  売)    ㈱ＤＮＰファインケミカル、㈱ＤＮＰプリントラッシュ、㈱ＤＮＰ包装、 

㈱アセプティック・システム、PT DNP Indonesia、DNP IMS America 

Corporation、DNP Photo Imaging America Corporation 

※ パナソニックバッテリーエレクトロード㈱ 
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(販売・サービス)    ㈱ＤＮＰアイディーイメージング、㈱ＤＮＰフォトイメージング、㈱ＤＮ

Ｐフォトマーケティング、ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱ 

 

  ≪エレクトロニクス部門≫ 

電子精密部品等の製造・販売 

 

   ［主な関係会社］ 

(製     造)    ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス、㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス、 

㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン、㈱ＤＮＰミクロテクニカ 

(製  造・販  売)    ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱、ディ

ー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱、DNP Electronics America, LLC、

DNP Denmark A/S、DNP Photomask Europe S.p.A.、DNP Photomask Technology  

Taiwan Co.,Ltd. 

(販     売)    アドバンスト・カラーテック㈱ 、DNP Taiwan Co.,Ltd. 、DNP  Display  

Technology Taiwan Co.,Ltd. 

 

  ＜その他、複数の事業を行う関係会社＞ 

 

(製  造・販  売)     ㈱ＤＮＰ北海道、㈱ＤＮＰ東北、㈱ＤＮＰ東海、㈱ＤＮＰ四国、㈱ＤＮＰ

西日本、ザ・インクテック㈱、㈱ディー・エヌ・ケー 

(販売・サービス)     大日本商事㈱、㈱ＤＮＰロジスティクス、㈱ＤＮＰアカウンティングサー

ビス、㈱ＤＮＰファシリティサービス、㈱ＤＮＰ情報システム、㈱ＤＮＰ

ヒューマンサービス、DNP Corporation USA、DNP America, LLC、DNP Holding 

USA Corporation 

【清涼飲料事業】 

  ≪清涼飲料部門≫ 

  清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・   

販売しております。 

  なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。 

 

 

 （注）※ 持分法適用関連会社 
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　（注） ※　：持分法適用関連会社
：製品・材料・サービスの流れ

大　日　本　印　刷　㈱

　　　　　　　　　　　　顧　　　客

 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｶﾗｰﾃｯｸ㈱
 DNP Taiwan Co.,Ltd.
 DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.
 DNP Electronics America,LLC
 DNP Denmark A/S
 DNP Photomask Europe S.p.A.
 DNP Photomask Technology Taiwan Co.,Ltd.
                　（製造・販売）

【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】

 PT DNP Indonesia
 DNP IMS America Corp.
 DNP Photo Imaging America Corp.
　
            （製造・販売）

【生活・産業部門】

Tien Wah Press（Pte.）Ltd.
　
            （製造・販売）

【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】

 ㈱ＤＮＰ北海道　　㈱ＤＮＰ東北
 ㈱ＤＮＰ東海      ㈱ＤＮＰ四国
 ㈱ＤＮＰ西日本
　　　　　　　　　　　　　（製造・販売）

 ㈱ＤＮＰアート
 ㈱ＤＮＰ映像センター
 ㈱ＤＮＰエス・ピー・テック
 ㈱ＤＮＰオフセット
 ㈱ＤＮＰグラフィカ
 ㈱ＤＮＰスペースデザイン
 ㈱ＤＮＰ製本
 ㈱ＤＮＰテクタス市谷
 ㈱ＤＮＰテクタス蕨
 ㈱ＤＮＰデータテクノ
 ㈱ＤＮＰデータテクノ関西
 ㈱ＤＮＰデジタルコム
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス市谷
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス長岡
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス蕨
 ㈱ＤＮＰ年史センター
 ㈱ＤＮＰ物流システム市谷
 ㈱ＤＮＰ物流システム商印
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西
 ㈱ＤＮＰユニプロセス
 ㈱マルチプリント
 ㈱和幸社
　　　　　　      （製造）

 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス
 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田原
 ㈱ＤＮＰエリオ
 ㈱ＤＮＰオプトマテリアル
 ㈱ＤＮＰカップテクノ
 ㈱ＤＮＰ住空間マテリアル
 ㈱ＤＮＰテクノパック
 ㈱ＤＮＰテクノパック関西
 ㈱ＤＮＰテクノパック横浜
 ㈱ＤＮＰテクノパック東海
 ㈱ＤＮＰテクノフィルム
 ㈱ＤＮＰテクノポリマー
 相模容器㈱
 　　　　　　　     （製造）

 ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス
 ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス
 ㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン
 ㈱ＤＮＰミクロテクニカ
  　　　　　　　 　    （製造）

 ㈱ＤＮＰアーカイブ・コム
 大日本開発㈱
 ㈱ダイレック
 マイポイント・ドット・コム㈱
 教育出版㈱※
 
　（販売・サービス提供）

 ㈱ＤＮＰファインケミカル
 ㈱ＤＮＰプリントラッシュ
 ㈱ＤＮＰ包装
 ㈱アセプティック・システム
 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾊﾞｯﾃﾘｰｴﾚｸﾄﾛｰﾄﾞ㈱※
 
         　（製造・販売）

 ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山
 ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱
 ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱
 
        　  （製造・販売）

 ㈱ＤＮＰアイディーイメージング
 ㈱ＤＮＰフォトイメージング
 ㈱ＤＮＰフォトマーケティング
 ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱

 　(販売・サービス提供等）

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

　
　
　
　
　
　
　
 
 
（
製
造
・
販
売
）

【清涼飲料部門】

印　刷　事　業
清涼
飲料
事業

ザ・インクテック㈱
大日本商事㈱
㈱ＤＮＰ情報システム
DNP Corporation USA

㈱ディー・エヌ・ケー
㈱ＤＮＰロジスティクス
㈱ＤＮＰヒューマンサービス
DNP America,LLC

㈱ＤＮＰアカウンティングサービス

DNP Holding USA Corp.

　  (製造・販売）
　㈱ＤＮＰファシリティサービス

　 （販売・サービス提供等）
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３．経 営 方 針  
 
（１）会社の経営の基本方針 
 
 ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンに「２１世紀の知的に活性化された豊かで創発的な社会に貢献す

る」ことを経営理念として掲げています。 

この経営理念のもと、「Ｐ＆ＩソリューションＤＮＰ」をコンセプトワーズに、顧客をはじめとするさま

ざまな人々との対話を通じて顧客や生活者の課題を解決し、着実に事業の拡大を図っていくことを経営の

基本方針としています。 

このコンセプトワーズは、ＤＮＰグループが、創業以来培ってきた印刷技術（Printing Technology＝

Ｐ）と、１９７０年代前半から取り組み、蓄積してきた情報技術（Information  Technology＝Ｉ）を融

合させ、独自のソリューションを提供していくことを示しています。 

また、ビジョンを実現していくためには会社と全従業員が相互理解と強い信頼関係のもと、さまざまな

課題に一体となって取り組み、それを克服していくことが重要です。昨年１０月に会社と労働組合は、「労

使共同宣言」を発し、これまで培ってきた「労使関係の大切さ」「相互理解と相互信頼」を継承し、創造性

と活力あふれる風土を醸成するべく企業革新に取り組んでいく決意を新たにしました。 

 さらに、企業の社会的責任（CSR：Corporate Social Responsibility）については、経営の重要課題の

一つとして積極的に取り組み、法および社会倫理の遵守はもとより、常に公正・公平な企業活動を実践で

きるよう内部統制システムの強化を図っています。 

こうした取り組みのひとつとして、昨年７月、国連のグローバル・コンパクトに参加しました。ＤＮＰ

グループは、ここに提唱された人権、労働、環境、腐敗防止に関する１０原則に自主的に取り組み、株主

の皆様や顧客、生活者、社員などさまざまなステークホルダーから高い信頼を得られる誠実な企業活動の

実践に努めています。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
 
ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンに掲げたＰ＆Ｉソリューションを推進して、中長期にわたる安定

的な成長を目指しています。 

 

まず、情報コミュニケーション部門においては、これまでも顧客のニーズに対応した最適な表現の追求

とインターネットや携帯電話など多様なメディアへの展開に幅広く取り組み、さまざまな製品やサービス

を提供してきました。なかでも、ＩＣカードやパーソナルメールなどのデータ入力から印刷・発送までの

業務を行うＩＰＳについては、万全な情報セキュリティ体制のもと、ソフトウエアの開発力と大量の情報

を迅速に加工する情報処理技術を強みとして、競争力をさらに高めていく方針です。 
 
生活・産業部門については、食品など内容物の保存や使いやすさに配慮した機能性包材の開発に加えて、

医薬品や電子部材など産業資材向けをターゲットとした、よりバリア性の高いＩＢフィルム（Innovative 

Barrier Film）など各種機能性材料の開発を進め、人や環境にやさしく、機能性に優れたパッケージを提

供していきます。また、建材関連はその名称を「住空間マテリアル」に改め、環境とデザイン、高機能に
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重点をおいた製品を開発し、健康で快適な住空間を提供します。さらに、産業資材関連の中で、薄型ディ

スプレイに用いられる各種光学機能性フィルムを「オプトマテリアル」の名称のもと、高い成長の見込ま

れる分野と位置づけ、生産能力の増強を図り、さらなる品質の向上とコスト競争力の強化に努めていきま

す。 
 
次に、エレクトロニクス部門については、高い成長と収益性が期待できる分野として、急激に変化する

市場ニーズに迅速に対応できるよう、生産能力の増強と新技術・新製品の開発に、経営資源を重点的に配

分していきます。 

なかでも液晶カラーフィルターについては、液晶テレビ需要の拡大に対応して第６世代および第８世代

向けの生産ラインの増強を進めています。北九州の黒崎工場では、第６世代向けに当社が新たに開発した

インクジェット方式による生産ラインを増設し、すでに稼動している従来方式のラインと合わせて２ライ

ンの体制とする予定です。 

また、第８世代向けについては、昨年９月、シャープ株式会社の三重県亀山第２工場内に、インクジェ

ット方式による液晶カラーフィルターの製造会社を設立し、世界で初めて液晶パネル生産と一体化した液

晶カラーフィルターの供給を開始しました。 

フォトマスクについては、来年１月の稼動を目指して京都工場を増築するほか、来年５月には台湾に海

外拠点としてはイタリアに次いで２番目となる新工場の建設を予定しています。京都工場は主に最先端の

４５ナノ製品を生産し、台湾工場は６５ナノの需要に対応する計画で、顧客への安定供給と短納期の要請

に応えられる生産体制を構築していきます。 

 

新規事業分野については、機能性に優れた製品やサービスなど、高い付加価値を継続的に創出する事業

化を推進していきます。インターネットや携帯電話、データ放送などに向けたコンテンツの加工、配信な

どに関するシステム開発のほか、ＩＣカードの生体認証技術など情報セキュリティ関連、ＩＣタグ、デジ

タルプリント事業など多様なテーマの開発に取り組んでいます。 

さらに中長期のテーマとして医療、医薬、ヘルスケアなどのライフサイエンス分野や燃料電池などのエ

ネルギー分野についても当社の事業領域と捉え、印刷技術の応用を図って、先端的で独自性のある技術や

製品の開発に努めます。 

そして、各部門間の連携をこれまで以上に密接にして、ＤＮＰグループの総合力を高めるとともに、顧

客との対話とコラボレーションを通じて、顧客の経営戦略や販促計画に至る幅広いソリューションの提案

を目指します。 

こうした構想を実現するため、昨年１０月、東京都品川区に、全館ショールームの構想に立った多様な

プレゼンテーションスペースを備えたＤＮＰ五反田ビルを建設し、ソリューションビジネスの拠点として

Ｐ＆Ｉソリューションに関連した営業、企画、制作、研究などの１,０００人以上の人員を集約しました。 

  

また、既存事業の深耕と新規事業の育成を速やかに進展させるためには、独自技術に磨きをかける

だけでなく、強みを持った企業がお互いに連携していくことも必要です。 
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昨年コニカミノルタホールディングス株式会社から複数の事業を譲り受けました。昨年７月には証

明写真事業と写真関連製品の国内販売事業を、１０月には同社の小田原サイトの印画紙製造事業を、

そして今年１月には福島の写真用薬品と化学品合成の事業を譲り受けました。これは、これまで進め

てきたデジタルフォトプリントサービス事業の迅速な拡大を目指したものです。今後とも、このよう

な他企業との戦略的提携やＭ＆Ａなどについて、国内、海外を問わず積極的に取り組んでいきます。 

  

コスト削減については、常に業務プロセスを見直し、工程の合理化による生産性の向上や原材料費の削

減などに取り組むとともに、それを維持・継続していく強い体質を持った製造体制を確立することを目指

しています。平成１４年より取り組んできた「モノづくり２１活動」は、体質強化に着実な成果を挙げて

きました。 

 今後も引き続きこの活動を通して基盤技術の強化、一貫生産の徹底などを図り、品質向上とコスト競争

力の強化を実現していきます。 

  

この他、ＣＳＲ活動の一環として、持続可能な循環型社会の構築に貢献するため、独自の環境マネ

ジメントシステム「エコレポートシステム」により、地球温暖化防止をはじめとする環境保全活動を

展開しています。 

 当期においても、地球環境に配慮した製品の開発に努めるとともに、グリーン購入、製造工程における

環境負荷低減、産業廃棄物のゼロエミッションなどに積極的に取り組んでいます。 
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４．連 結 財 務 諸 表  
 

連 結 貸 借 対 照 表             
 

                                （単位：百万円）

科     目 
当 連 結 会 計 年 度 
(１９.３.３１現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(１８.３.３１現在) 

増   減 

【 資 産 の 部 】    

流 動 資 産     （（   ８００，２７３ ） （   ８０５，１２７ ） （    △４，８５４ ）

現 金 及 び 預 金 １９５，５９５ ２６８，３３４ △７２，７３９ 

受取手形及び売掛金 ４７７，１５７ ４３６，３３１ ４０，８２６ 

有 価 証 券 ９，９９２ ６，７９７ ３，１９５ 

た な 卸 資 産 ９５，２４６ ７６，４８５ １８，７６１ 

繰 延 税 金 資 産 １４，２１６ １３，３３３ ８８３ 

そ の 他 の 流 動 資 産 １３，２７５ １０，９６２ ２，３１３ 

貸 倒 引 当 金 △５，２０９ △７，１１８ １，９０９ 

固 定 資 産     （（   ８９９，９７６ ） （   ８５７，２４９ ） （    ４２，７２７ ） 

（有 形 固 定 資 産        ） （   ６３５，７８３ ） （   ５６８，９６５ ） （    ６６，８１８ ） 

建 物 及 び 構 築 物 ２０３，４５２ １７５，８５４ ２７，５９８ 

機械装置及び運搬具 ２４６，５９４ ２２０，７３４ ２５，８６０ 

土 地 １２４，９１５ １１９，３９９ ５，５１６ 

建 設 仮 勘 定 ３４，１２５ ３０，５３２ ３，５９３ 

その他の有形固定資産 ２６，６９４ ２２，４４５ ４，２４９ 

（無 形 固 定 資 産        ） （    ２５，２８０ ） （    ２１，４５３ ） （     ３，８２７ ） 

ソ フ ト ウ ェ ア １８，００８ １５，６１５ ２，３９３ 

その他の無形固定資産 ７，２７１ ５，８３８ １，４３３ 

（投資その他の資産） （   ２３８，９１２ ） （   ２６６，８３０ ）（   △２７，９１８ ）

投 資 有 価 証 券 １９４，１９７ ２２４，５０３ △３０，３０６ 

長 期 貸 付 金 ３，４５１ ７，７１４ △４，２６３ 

繰 延 税 金 資 産 ８，４４８ ６，５１０ １，９３８ 

その他の投資その他の資産 ４２，８３１ ３９，５９７ ３，２３４ 

貸 倒 引 当 金 △１０，０１６ △１１，４９６ １，４８０ 

資 産 合 計         １，７００，２５０ １，６６２，３７７ ３７，８７３ 
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                                （単位：百万円）

科     目 
当 連 結 会 計 年 度 
(１９.３.３１現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(１８.３.３１現在) 

増   減 

【 負 債 の 部 】    

流 動 負 債         （（   ４８２，３７３ ） （   ４５２，８８３ ） （    ２９，４９０ ） 

支払手形及び買掛金 ３３７，５９０ ３１１，５６７ ２６，０２３ 

短 期 借 入 金 ９，５１１ １１，６５４  △２，１４３ 

一年内返済長期借入金 ３，１２０ ２，６２０ ５００ 

未 払 法 人 税 等 １８，０３４ ２８，１６９ △１０，１３５ 

賞 与 引 当 金 １８，３３８ １７，３０３ １，０３５ 

損害補償損失引当金 ２，４００ － ２，４００ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ９３，３７８ ８１，５６８ １１，８１０ 

固 定 負 債         （   １１８，４３６ ） （   １１８，２８７ ） （        １４９ ） 

社 債 ５０，０００ ５０，０００ －－ 

長 期 借 入 金 ６，５９７ ３，７１９ ２，８７８ 

繰 延 税 金 負 債 ５，５４６ ６，１１６ △５７０ 

退 職 給 付 引 当 金 ５５，２７５ ５８，４４７  △３，１７２ 

そ の 他 の 固 定 負 債 １，０１６ ３ １，０１３ 

負 債 合 計         ６００，８１０ ５７１，１７０ ２９，６４０ 

【 少 数 株 主 持 分         】    

少 数 株 主 持 分 －－ ２７，８９８ － 

【 資 本 の 部 】    

資 本 金 － １１４，４６４ － 

資 本 剰 余 金 － １４４，９０８ － 

利 益 剰 余 金 － ８０６，４４６ － 

その他有価証券評価差額金 － ５５，４８９ － 

為 替 換 算 調 整 勘 定 －－ △５４９ － 

自 己 株 式 － △５７，４５０ － 

資 本 合 計         －－ １，０６３，３０８ － 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 
及 び 資 本 合 計 

－ １，６６２，３７７ － 
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                                （単位：百万円）

科     目 
当 連 結 会 計 年 度 
(１９.３.３１現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(１８.３.３１現在) 

増   減 

【 純 資 産 の 部 】    

株 主 資 本 （ １，０２７，４７５ ） (        －) (        －) 

資 本 金 １１４，４６４ － － 

資 本 剰 余 金 １４４，８９８ － － 

利 益 剰 余 金 ８２８，７０７ － － 

自 己 株 式 △６０，５９４ － － 

評価・換算差額等 （    ４４，４２１ ） (        －) (        －) 

その他有価証券評価差額金 ４１，３３１ － － 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △３ － － 

為 替 換 算 調 整 勘 定 ３，０９３ － － 

少 数 株 主 持 分 （    ２７，５４２ ） (        －) (        －) 

純 資 産 合 計 １１，０９９，４３９ － － 

負 債 及 び 純 資 産 合 計 １１，７００，２５０ － － 
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連 結 損 益 計 算 書            

       （単位：百万円）

科       目 当 連 結 会 計 年 度 
（１８．４．１～１９．３．３１） 

前 連 結 会 計 年 度 
（１７．４．１～１８．３．３１） 

増   減 

売 上 高 １，５５７，８０２ １，５０７，５０５ ５０，２９７ 

売 上 原 価 １，２６８，０７２ １，２０２，１５９ ６５，９１３ 

売 上 総 利 益 ２８９，７３０ ３０５，３４５ △１５，６１５ 

販売費及び一般管理費 １９３，５８５ １８４，６７６ ８，９０９ 

営 業 利 益 ９６，１４４ １２０，６６９ △２４，５２５ 

営 業 外 収 益  （    １０，５９２ ） （     ９，６７０ ） （      ９２２ ） 

受取利息及び配当金 ３，７８５ ２，７２７ １，０５８ 

持分法による投資利益 － ４４２ △４４２ 

その他の営業外収益 ６，８０７ ６，５０１ ３０６ 

営 業 外 費 用 （     ５，３８９ ） （     ５，６２４ ） （      △２３５ ） 

支 払 利 息 １，３０７ １，３２３ △１６ 

持分法による投資損失 ９９ － ９９ 

その他の営業外費用 ３，９８２ ４，３０１ △３１９ 

経 常 利 益 １０１，３４８ １２４，７１５ △２３，３６７ 

特 別 利 益 （    １１，２２１ ） （     ７，３４７ ） （    ３，８７４ ） 

固 定 資 産 売 却 益 ７１２ ３，０９５ △２，３８３ 

投資有価証券売却益 １０，１６２ ３，７１３ ６，４４９ 

貸倒引当金取崩益 ３４３ ４１１ △６８ 

その他の特別利益 ３ １２７ △１２４ 

特 別 損 失 （    １３，６２０ ） （    １７，４２２ ） （ △３，８０２ ） 

固定資産売除却損 ５，８４８ ４，９９３ ８５５ 

減 損 損 失 １，２８２ ７，３４６ △６，０６４ 

投資有価証券売却損 ２，１２０ ３３ ２，０８７ 

投資有価証券評価損 ３８４ １，６５０ △１，２６６ 

退職給付引当金繰入額 － １，８０９ △１，８０９ 

損害補償損失及び損害補償損失引当金繰入額  ３，３２３ － ３，３２３ 

従業員臨時退職金 － ７１６ △７１６ 

その他の特別損失 ６６０ ８７２ △２１２ 

税金等調整前当期純利益 ９８，９５０ １１４，６３９ △１５，６８９ 

法人税、住民税及び事業税 ３６，８５８ ４７，５５０ △１０，６９２ 

法 人 税 等 調 整 額 ６，１４９ ５１４   ５，６３５ 

少 数 株 主 利 益 １，０９９ １，３８６ △２８７ 

当 期 純 利 益 ５４，８４１ ６５，１８７ △１０，３４６ 
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連 結 剰 余 金 計 算 書             

                            （単位：百万円）

科      目 前 連 結 会 計 年 度 
（１７．４．１～１８．３．３１） 

【 資 本 剰 余 金 の 部 】  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 （   １４４，９０５）

資 本 剰 余 金 増 加 高 （         ３）

自 己 株 式 処 分 差 益       ３

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （   １４４，９０８）

【 利 益 剰 余 金 の 部 】  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 （   ７７４，６５２）

利 益 剰 余 金 増 加 高 （    ６５，１８７）

当 期 純 利 益 ６５，１８７

利 益 剰 余 金 減 少 高 （    ３３，３９３）

配 当 金 １８，２５１

役 員 賞 与 ２７１

自 己 株 式 消 却 額 １４，８７０

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （   ８０６，４４６）
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連 結 株 主資本等変動計算書  

当連結会計年度（１８．４．１ ～ １９．３．３１）                   （単位：百万円）      
株  主  資  本 

  
資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高 114,464 144,908 806,446 △57,450 1,008,369 

連結会計年度中の変動額         

利益処分による剰余金の配当     △9,879   △9,879 

剰余金の配当   △9,173  △9,173 

利益処分による役員賞与     △283   △283 

当期純利益     54,841   54,841 

連結範囲の変動     3,236   3,236 

自己株式の取得      △19,663 △19,663 

自己株式の処分  2   24 26 

自己株式の消却  △12 △16,482 16,495 － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額）         － 

連結会計年度中の変動額 合計 － △10 22,260 △3,143 19,106 

平成19年3月31日 残高 114,464 144,898 828,707 △60,594 1,027,475 

    

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

  そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損  益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

評価・換算 
差額等合計 

少 数 株 主 
持 分  純 資 産 合 計 

平成18年3月31日 残高 55,489 － △549 54,939 27,898 1,091,207 

連結会計年度中の変動額             

利益処分による剰余金の配当          △9,879 

剰余金の配当           △9,173 

利益処分による役員賞与          △283 

当期純利益           54,841 

連結範囲の変動           3,236 

自己株式の取得           △19,663 

自己株式の処分      26 

自己株式の消却      － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） △14,157 △3 3,642 △10,518 △355 △10,873 

連結会計年度中の変動額 合計 △14,157 △3 3,642 △10,518 △355 8,232 

平成19年3月31日 残高 41,331 △3 3,093 44,421 27,542 1,099,439 
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  連結キャッシュ・フロー計算書

                                       （単位：百万円）

項         目 当連結会計年度 
（１８．４．１～１９．３．３１） 

前連結会計年度 
（１７．４．１～１８．３．３１） 

増   減 

 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ９８，９５０ １１４，６３９  △１５，６８９ 
減 価 償 却 費 １００，１６１ ８７，２６３ １２，８９８ 
減 損 損 失 １，２８２ ７，３４６  △６，０６４ 
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △１，０３６ △１，０６０ ２４ 
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △４，７０７ △９７１  △３，７３６ 
持 分 法 投 資 損 益 ９９ △４４２ ５４１ 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 － １，０７９  △１，０７９ 
の れ ん 償 却 額 １，４７５ － １，４７５ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △３，７８５ △２，７２７  △１，０５８ 
支 払 利 息 １，３０７ １，３２３  △１６ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △８，０４２ △３，６７９  △４，３６３ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３８４ １，６５０  △１，２６６ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 － １  △１ 
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 ５，１３５ １，８９８ ３，２３７
売 上 債 権 の 増 加 額 △３４，２３８ △１９，６９５  △１４，５４３ 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △１８，０４２ １，５４７  △１９，５８９ 
仕 入 債 務 の 増 加 額 １５，２１１ ５，６６９ ９，５４２
そ の 他 １６，２２０ △１，５４０ １７，７６０

小        計 １７０，３７５ １９２，３０３  △２１，９２８ 
従 業 員 臨 時 退 職 金 の 支 払 額 － △７１６ ７１６ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △４７，３６４ △４９，９１３ ２，５４９
営業活動によるキャッシュ・フロー １２３，０１０ １４１，６７３ △１８，６６３ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 投 資 の 純 減 少 額 ５，００８ １８ ４，９９０
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △５０１ －  △５０１ 
有価証券の売却等による収入 ７，２０１ ６，７１１ ４９０
有形固定資産の取得による支出 △１５３，９９４ △１２９，４７１  △２４，５２３ 
有形固定資産の売却による収入 ２，１３９ ４，９７８  △２，８３９ 
投資有価証券の取得による支出  △１３，８８６ △３２，１５６ １８，２７０
投資有価証券の売却等による収入 １６，９８８ ５，０９２ １１，８９６
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３，９１６ ３，０４２ ８７４
そ の 他  △１７，５８８ △９，９９５  △７，５９３ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △１５０，７１７ △１５１，７８０ １，０６３ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △３，２６５ △１，３０８  △１，９５７ 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ４，７３１ ５８５ ４，１４６ 
長期借入金の返済による支出 △４，３６５ △４，９９７ ６３２ 
利 息 の 支 払 額 △１，３１１ △１，３３３ ２２ 
配 当 金 の 支 払 額 △１９，０５２ △１８，２４７  △８０５ 
少数株主への配当金の支払額 △６３３ △７１４ ８１ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △１９，６６３ △２０，７１０ １，０４７ 
子会社の自己株式の取得による支出 △２ △６ ４ 
そ の 他 ９７２ ２１ ９５１ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △４２，５８９ △４６，７１２ ４，１２３ 
現金及び現金同等物に係る換算差額  １，４９２ ２，６８５  △１，１９３ 
現金及び現金同等物の減少額 △６８，８０３ △５４，１３３ △１４，６７０ 
現金及び現金同等物の期首残高 ２３９，２２１ ２９３，３５５ △５４，１３４ 
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 ６９ － ６９ 
現金及び現金同等物の期末残高 １７０，４８８ ２３９，２２１ △６８，７３３ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
  （１）連 結 子 会 社           ９６社
     ・主要会社名   北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱
              ㈱ＤＮＰロジスティクス、大日本商事㈱

  （２）持分法適用の関連会社 １１社
 ・主要会社名   教育出版㈱、パナソニックバッテリーエレクトロード㈱

 ２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況
  （１）連 結 の 範 囲        
     ・新   規    １６社  ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱ 他１５社

     ・除   外    ２社 北海道大日本印刷㈱、東北大日本印刷㈱ 

  （２）持分法適用の範囲
     ・新   規      ４社  エイディ・アンド・エム㈱ 他３社

    ・除   外       ２社 ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱ 他１社

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
    連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他２４社の期末決算日は１２月３１日であ

るが、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項
  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ・有 価 証 券       
       満期保有目的の債券           主として償却原価法 
       そ の 他 有 価 証 券           
         時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法 
                    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定している。） 
 
         時価のないもの 主として移動平均法による原価法 
      
      

・デリバティブ              主として時価法 
 
・たな卸資産       

       商 品   主として個別法による原価法 
       製 品 、 仕 掛 品   主として売価還元法による原価法 
       原 材 料   主として移動平均法による原価法 
       貯 蔵 品   主として最終仕入原価法による原価法 
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  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     ・有 形 固 定 資 産              当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。 
                    ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法を採用している。 
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につい
ては、主として３年間で均等償却する方法を採用してい
る。 
また在外連結子会社は、主として定額法を採用している。 
 

     ・無 形 固 定 資 産              主として定額法を採用している。 
                    なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。 
 
  （３）重要な引当金の計上基準 
     ・貸 倒 引 当 金               売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に  

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。 

 
     ・賞 与 引 当 金              従業員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連

結会計年度に負担すべき支給見込額を計上している。 
 

・役 員 賞 与引 当 金              役員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連結
会計年度に負担すべき支給見込額を計上している。 

 
・損害補償損失引当金              当連結会計年度における事故などにより将来負担すると見込

まれる補償費用等の支出に備えるため、当連結会計年度末に
おける費用負担見込額を計上している。 

 
     ・退 職 給 付引 当 金              従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定年数（主として６年）による定額法により費用処理
している。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として９年）によ
る定率法により計算した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理している。 
（追加情報） 
連結子会社の一部は、平成１８年４月１日、７月１日及び１０
月１日に退職給付制度の改定を行い、同時に、確定給付企業
年金制度に加入した。この制度改定に伴い、過去勤務債務（債
務の増額）が1,779 百万円発生し、当連結会計年度より費用
処理している。 
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  （４）重要なリース取引の処理方法 
主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 
（５）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
（６）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。

（７）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
      のれん及び負ののれんの償却については、２０年以内のその効果の発現する期間にわたって

定額法により償却することとしている。当連結会計年度においては、５年間の均等償却を行っ
ている。

 
５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなる。 

 
 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平
成 17年 12月 9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第8号 平成 17年 12 月 9日）を適用している。 
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、1,071,900 百万円である。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に
伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 
 
（役員賞与に関する会計基準）
  当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成 17年 11 月 29 日）
を適用している。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ297 百万円
減少している。
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連 結 財 務 諸 表 に 関 す る 注 記 事 項

（連結貸借対照表関係）

 当 連 結 会計 年 度 前 連 結 会計 年 度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,002,879 百万円 965,193 百万円

２．保 証 債 務 100 百万円    103 百万円

３．受取手形割引高 820 百万円    820 百万円

（連結損益計算書関係） 

 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．研 究 開 発 費  30,112 百万円 28,692 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価)

（連結株主資本等変動計算書関係）  

当連結会計年度（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項         

                                            （単位：株）

 株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計 
年 度 末 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当 連 結 会 計 
年 度 末 

発 行 済 株 式  普 通 株 式 740,480,693 ― 10,000,000 730,480,693 

自 己 株 式  普 通 株 式 35,508,592 10,760,626 10,014,696 36,254,522 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少10,000,000 株は、自己株式の消却によるものである。 
２．普通株式の自己株式の株式数の増加10,760,626 株は、単元未満株式の買取りによる102,626 株と 
取締役会決議による取得10,658,000 株である。  

３．普通株式の自己株式の株式数の減少10,014,696 株は、単元未満株式の売渡しによる14,696 株と 
自己株式消却による10,000,000 株である。  

 
２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額

決         議  株式の種類 
  配当金の総額 
  （百万円） 

   １株当たり 
 配当額（円） 

基  準  日 効  力  発  生  日 

 平成18年6月29日 
定時株主総会 

普 通 株 式 9,879 14  平成18年3月31日  平成18年6月30日 

 平成18年11月10日 
取 締 役 会 

普 通 株 式 9,173 13  平成18年9月30日  平成18年12月8日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決         議  株式の種類 
  配当金の総額 
  （百万円） 

配当の原資 
 １株当たり 
 配当額（円） 

基  準  日 効 力 発 生 日 

 平成19年6月28日 
定 時 株主総 会 

普 通 株式 13,203 利 益剰余金 19 平成19年3月31日  平成19年6月29日 
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）          （単位：百万円）

 情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業 

エレクトロ
ニ ク ス 

清 涼 飲 料 計 
消 去 又 
は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
  売  上  高        

(１)外部顧客に対する売上高 662,886 528,918 291,911 74,085 1,557,802 － 1,557,802 
(２)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 5,954 3,794 5 36 9,790 △9,790 － 

   計 668,841 532,713 291,916 74,121 1,567,593 △9,790 1,557,802 

  営 業 費 用 617,883 496,460 277,024 73,482 1,464,851 △3,194 1,461,657 

  営 業 利 益 50,957 36,252 14,892 639 102,741 △6,596 96,144 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

       

   資    産 539,221 522,161 438,745 41,354 1,541,483 158,766 1,700,250 

   減 価 償 却 費 20,862 24,733 49,632 3,568 98,797 1,363 100,161 

   減 損 損 失 － 1,282 － － 1,282 － 1,282 

   資 本 的 支 出 41,106 39,918 75,995 3,130 160,152 2,733 162,885 

 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）          （単位：百万円）

 情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業 

エレクトロ
ニ ク ス 

清 涼 飲 料 計 
消 去 又 
は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
  売  上  高        

(１)外部顧客に対する売上高 655,974 478,368 296,766 76,396 1,507,505 － 1,507,505 
(２)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 6,501 1,614 － 55 8,171 △8,171 － 

   計 662,475 479,983 296,766 76,451 1,515,677 △8,171 1,507,505 

  営 業 費 用 611,460 442,391 258,955 76,164 1,388,971 △2,134 1,386,836 

  営 業 利 益 51,015 37,591 37,811 287 126,705 △6,036 120,669 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

       

   資    産 522,420 436,190 366,246 41,562 1,366,420 295,956 1,662,377 

   減 価 償 却 費 19,298 23,210 39,515 3,858 85,882 1,380 87,263 

   減 損 損 失 － 13 1,861 64 1,938 5,407 7,346 

   資 本 的 支 出 26,601 28,817 74,655 4,483 134,556 1,502 136,059 

 

 ２．所在地別セグメント情報
 当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資
産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略している。
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３．海外売上高

当 連 結 会 計 年 度 （平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
  

    アジア   その他の地域     合 計 
      

Ⅰ 海 外 売 上 高 177,713 百万円 78,566 百万円 256,280 百万円 
Ⅱ 連 結 売 上 高     1,557,802  〃 

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

11.4 ％ 5.1 ％ 16.5 ％ 

       

前 連 結 会 計 年 度 （平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
      

    アジア   その他の地域     合 計 
      

Ⅰ 海 外 売 上 高 190,514 百万円 68,967 百万円 259,481 百万円 
Ⅱ 連 結 売 上 高     1,507,505  〃 

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

12.6 ％ 4.6 ％ 17.2 ％ 

             

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
    ２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。

        ア ジ ア      ：台湾、韓国、中国、インドネシア 
        その他の地域：アメリカ、フランス、ドイツ、イギリス
    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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（１株当たり情報） 
 

当 連 結 会 計 年 度 
（18.4.1～19.3.31） 

前 連 結 会 計 年 度 
（17.4.1～18.3.31） 

１株当たり純資産 1,544円02銭 １株当たり純資産 1,507円90銭 

１株当たり当期純利益 78円10銭 １株当たり当期純利益 91円23銭 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

  
（注）算定上の基礎 
 
１．１株当たり純資産 
 

当 連 結 会 計 年 度 
（１９.３.３１現在） 

前 連 結 会 計 年 度 
（１８.３.３１現在） 

純資産の部の合計額（百万円） 1,099,439  － 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 27,542 － 

 （うち少数株主持分（百万円）） （27,542）        （－） 
 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 1,071,897 － 

 普通株式の発行済株式数（千株） 730,480 － 

 普通株式の自己株式数（千株） 36,254 － 

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の 
普通株式の数（千株） 

694,226 － 

 
 
２．１株当たり当期純利益 
 

当 連 結 会 計 年 度 
（18.4.1～19.3.31） 

前 連 結 会 計 年 度 
（17.4.1～18.3.31） 

 当期純利益（百万円） 54,841 65,187 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － 283 

 （うち利益処分による役員賞与（百万円））       （－） （283） 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 54,841 64,904 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 702,211 711,471 

 
 
（開示の省略） 
 

  税効果会計、有価証券、退職給付等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要
性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 
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５．個 別 財 務 諸 表  
 

貸 借 対 照 表 
 
                                    （単位：百万円） 

科    目 
当  事  業  年  度 

（１９．３．３１現在） 
前  事  業  年  度 

（１８．３．３１現在） 
増  減 

【 資 産 の 部 】    
流 動 資 産           （（   ５９２，３７０ ） （   ６３０，４７９ ） （   △３８，１０９ ） 
現 金 及 び 預 金 １５１，６８１ ２２６，３８１ △７４，７００ 
受 取 手 形 ５９，５９１ ６１，６８２ △２，０９１ 
売 掛 金 ３１６，６７４ ２９２，２０９ ２４，４６５ 
有 価 証 券 ９，９９２ ６，７９７ ３，１９５ 
商品・製品・仕掛品 ２１，８９７ １６，２８９ ５，６０８ 
原材料及び貯蔵品 ６，４４６ ４，２８３ ２，１６３ 
繰 延 税 金 資 産 ６，８７３ ６，８７３ － 
その他の流動資産 ２３，０４４ ２０，９３１ ２，１１３ 
貸 倒 引 当 金 △３，８３１ △４，９７０      １，１３９ 

固 定 資 産           （（   ８３８，７６１ ） （   ７９２，７６１ ） （    ４６，０００ ） 
（ 有 形固定資産）           （（   ４９０，０４５ ） （   ４５７，６６９ ） （    ３２，３７６ ） 
建 物 １５７，８４９ １３２，５４３ ２５，３０６ 
構 築 物 ８，６６９ ７，６１９    １，０５０ 
機 械 装 置 １６９，５１８ １７１，３１５ △１，７９７ 
車 両 運 搬 具 １７０ １６７ ３ 
工 具 器 具 備 品 １１，１７１ ９，０１５ ２，１５６ 
土 地 １１４，１８３ １０８，７９４    ５，３８９ 
建 設 仮 勘 定 ２８，４８２ ２８，２１２ ２７０ 

（ 無 形固定資産）           （（    １８，６５１ ） （    １７，４３１ ） （      １，２２０ ） 
ソ フ ト ウ ェ ア １５，０６８ １３，６２１ １，４４７ 
その他の無形固定資産 ３，５８２ ３，８１０ △２２８ 

（投資その他の資産）           （（   ３３０，０６４ ） （   ３１７，６６０ ） （    １２，４０４ ） 
投 資 有 価 証 券 １８８，１１１ ２１８，４６９ △３０，３５８ 
関 係 会 社 株 式 ７６，７８２ ５６，６４６ ２０，１３６ 
長 期 貸 付 金 ４０，３５６ １８，４７７    ２１，８７９ 
繰 延 税 金 資 産 ４，４２７ ５，４５６ △１，０２９ 
その他の投資その他の資産 ３１，２４９ ３０，８７９    ３７０ 
貸 倒 引 当 金 △１０，８６２ △１２，２６９ １，４０７ 

資  産  合  計 １１，４３１，１３１ １，４２３，２４０ ７，８９１ 

  
（ 当事業年度 ） （ 前事業年度 ） 

（注）１. 有形固定資産の減価償却累計額  ７６４，５７３ 百万円 ７２８，１８１ 百万円 
２. 保 証 債 務   １００ 百万円 １０３ 百万円 
３. 受 取 手 形 割 引 高   ８２０ 百万円 ８２０ 百万円 
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                                    （単位：百万円） 

科    目 
当 事 業 年 度 

（ １９．３．３１ 現  在 ） 
前 事 業 年 度 

（ １８．３．３１ 現  在 ） 
増  減 

【 負 債 の 部 】    
流 動 負 債           （（   ４８５，１６８ ） （   ４５２，９３５ ） （    ３２，２３３ ） 
支 払 手 形 ２３，９５３ ２２，９５６ ９９７ 
買 掛 金 ２２５，７１６ ２２０，３７８ ５，３３８ 
未 払 金 ４３，６０１ ４７，２９２ △３，６９１ 
未 払 法 人 税 等 ８，１１７ １４，０６７ △５，９５０ 
未 払 費 用 １６，９６３ １６，６４９      ３１４ 
預 り 金 １４０，８２２ １１３，８９５ ２６，９２７ 
賞 与 引 当 金 ７，２５０ ７，１７４      ７６ 
役 員 賞 与 引 当 金 ２５５ － ２５５ 
損害補償損失引当金 ９６０ － ９６０ 
設備関係支払手形 １５，０７１ ９，８２７ ５，２４４ 
その他の流動負債 ２，４５６ ６９３    １，７６３ 
固 定 負 債           （（    ８１，８０７ ） （    ８６，８４０ ） （    △５，０３３ ） 
社 債 ５０，０００ ５０，０００ － 
退 職 給 付 引 当 金 ３１，８０７ ３６，８４０ △５，０３３ 

負  債  合  計 ５５６６，９７６ ５３９，７７６ ２７，２００ 

【 資 本 の 部 】    
資 本 金           （（         － ） （   １１４，４６４ ） （         － ） 
資 本 剰 余 金           （（         － ） （   １４４，９０８ ） （         － ） 
資 本 準 備 金 － １４４，８９８ － 
その他資本剰余金 － １０ － 
 自己株式処分差益 － １０ － 
利 益 剰 余 金           （（         － ） （   ６２６，５８０ ） （         － ） 
利 益 準 備 金 － ２３，３００ － 
任 意 積 立 金 － ５８０，３３５ － 
 海外投資等損失準備金 － ８ － 
 特別償却準備金 － ４１９ － 
 固定資産圧縮積立金 － １２７ － 
 別 途 積 立 金 － ５７９，７８０ － 
当 期 未 処 分 利 益 － ２２，９４５ － 

その他有価証券評価差額金            （         － ） （    ５４，９２９ ） （         － ） 
自 己 株 式           （         － ） （   △５７，４１８ ） （         － ） 

資  本  合  計 － ８８８３，４６４ － 

負債及び資本合計 － １１，４２３，２４０ － 
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                                    （単位：百万円） 

科     目 
当 事 業 年 度 

（ １９．３．３１ 現  在 ） 
前 事 業 年 度 

（ １８．３．３１ 現  在 ） 
増   減 

【 純 資 産 の 部 】    

株 主 資 本 （   ８２３，２８７ ） （         － ） （         － ） 

  資 本 金 １１４，４６４ － － 

  資 本 剰 余 金 １４４，８９８ － － 

資 本 準 備 金 １４４，８９８ － － 

  利 益 剰 余 金 ６２４，４８６ － － 

利 益 準 備 金 ２３，３００ － － 

その他利益剰余金 ６０１，１８６ － － 

海外投資等損失準備金 ３ － － 

特別償却準備金 １３９ － － 

固定資産圧縮積立金 ８１ － － 

別 途 積 立 金 ５８２，７８０ － － 

繰越利益剰余金 １８，１８１ － － 

  自 己 株 式  △６０，５６２   － － 

評価・換算差額等 （    ４０，８６８ ） （         － ） （         － ） 

 その他有価証券評価差額金 ４０，８７１ － － 

  繰延ヘッジ損益 △３ － － 

純 資 産 合 計 ８８６４，１５５ － － 

負債及び純資産合計 １１，４３１，１３１ － － 
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損 益 計 算 書 
 
                                    （単位：百万円） 

科     目 
当 事 業 年 度 
(18.4.1～19.3.31) 

前 事 業 年 度 
(17.4.1～18.3.31) 

増    減 

    
売 上 高 １，１６２，２４４ １，１８３，７３１ △２１，４８７ 

売 上 原 価 １，０１２，３８３ １，０２２，４９７ △１０，１１４ 

売 上 総 利 益 １４９，８６０ １６１，２３３ △１１，３７３ 

販売費及び一般管理費 １０８，８００ １０９，００６ △２０６ 
営 業 利 益 ４１，０５９ ５２，２２７ △１１１，１６８ 

    
営 業 外 収 益 (   ７１，６６５) (   ６３，０７５)  ( ８，５９０) 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ６，２９３ ６，０４０ ２５３ 
そ の 他 の 営 業 外 収 益 ６５，３７１ ５７，０３４ ８，３３７ 

営 業 外 費 用 (     ５４，９２５) (     ４８，９８３) （ ５，９４２) 

支 払 利 息 ８３５ ８３５ － 
そ の 他 の 営 業 外 費 用 ５４，０９０ ４８，１４８ ５，９４２ 

経 常 利 益 ５５７，７９９ ６６，３１９ △８，５２０ 
    特 別 利 益 (   １２，９２５) (     ６，９５６) ( ５，９６９) 

固 定 資 産 売 却 益 ４５１ ２，３２８ △１，８７７ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 １０，１５５ ３，３２１ ６，８３４ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 － １，０７５ △１，０７５ 
関係会社整理損失引当金戻入益 － １６４ △１６４ 
貸 倒 引 当 金 取 崩 益 ２，３１９ ６６ ２，２５３ 

特 別 損 失 (    ８，９３９) (     １２，３４３) ( △３，４０４) 
固 定 資 産 売 除 却 損 ４，７９８ ３，９５２ ８４６ 
減 損 損 失 － ７，２６９ △７，２６９ 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２，１２０ ３３ ２，０８７ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３８４ ８６７ △４８３ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ２９９ － ２９９ 
損害補償損失及び損害補償損失引当金繰入額 １，３２９ － １，３２９ 
従 業 員 臨 時 退 職 金 － ２１７ △２１７ 
そ の 他 の 特 別 損 失 ６ ３ ３ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ６６１，７８５ ６０，９３３ ８５２ 
法人税、住民税及び事業税 １７，４００ ２１，６００ △４，２００ 
法 人 税 等 調 整 額 １０，６７９ ４１２ １０，２６７ 
当 期 純 利 益 ３３３，７０５ ３８，９２１ △５，２１６ 

前 期 繰 越 利 益 － ７，４８３ － 
自 己 株 式 消 却 額 － １４，８７０ － 
中 間 配 当 額 － ８，５８８ － 
当 期 未 処 分 利 益 － ２２２，９４５ － 
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利 益 処 分 計 算 書 
 
                           （単位：百万円）

 
前 事 業 年 度  

 
（株主総会承認日：

18.6.29） 

  

（当期未処分利益の処分）  

 当 期 未 処 分 利 益                ２２，９４５ 

 海外投資等損失準備金取崩額                ２ 

 特別償却準備金取崩額                １３９ 

 固定資産圧縮積立金取崩額                ２４ 

計 ２３，１１１ 

これを次のとおり処分します。  

 利 益 配 当 金                ９，８７９ 
（ １ 株 に つ き ）            （ １４円００銭 ） 

 取 締 役 賞 与 金                ２６５ 

 別 途 積 立 金                ３，０００ 

 次 期 繰 越 利 益                ９，９６７ 

  

  

（その他資本剰余金の処分）  

 そ の 他 資 本 剰 余 金                １０ 

 その他資本剰余金次期繰越額                １０ 

  

（注）１．平成１７年１２月９日に８，５８８百万円（１株につき１２
円００銭）の中間配当を実施いたしました。 

 
   ２．海外投資等損失準備金、特別償却準備金、固定資産圧縮積

立金の各取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくもので
あります。 

 
   ３．利益配当金は、自己株式３４，８１６，０７２株を除いて

算出しております。 
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重 要 な 会 計 方 針  

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 満 期 保 有 目 的 の 債 券  償却原価法 

（２） 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

（３） そ の 他 有 価 証 券   

 
・時価のあるもの 

 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
売却原価は移動平均法により算定している。） 

 ・時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準     時 価 法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１） 商 品  個別法による原価法 

（２） 製  品 、 仕 掛 品  売価還元法による原価法 

（３） 原 材 料  移動平均法による原価法 

（４） 貯 蔵 品  最終仕入原価法による原価法 

 

４．固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法 
（１） 有 形 固 定 資 産  定 率 法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用している。 
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、
３年間で均等償却する方法を採用している。 
 

（２） 無 形 固 定 資 産  定 額 法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用している。 

 

５．引 当 金 の 計 上 基 準  
（１） 貸 倒 引 当 金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
 

（２） 賞 与 引 当 金  従業員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、当事業年度に
負担すべき支給見込額を計上している。 
 

（３） 役 員 賞 与 引 当 金  役員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、当事業年度に負
担すべき支給見込額を計上している。 

    
（４） 損 害 補 償 損 失 引 当 金  当事業年度における事故などにより将来負担すると見込まれる

補償費用等の支出に備えるため、当事業年度末における費用負担
見込額を計上している。 
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（５） 退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数（６年）による定額法により費用処理している。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定年数（９年）による定率法により計算し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。 
なお、従業員の平均残存勤務期間が短縮されたことに伴い、数理 
計算上の差異の費用処理年数を１１年から９年に変更している。 
この変更による影響は軽微である。 

    
６．リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっている。 

７．消 費 税 等 の 会 計 処 理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

会 計 方 針 の 変 更  
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17
年 12 月 9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第8号 平成 17年 12 月 9日）を適用している。 
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、864,158 百万円である。 
なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正
後の財務諸表等規則により作成している。 

 
（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29 日）を適
用している。これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ255百万円減少して
いる。 
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（ 補 足 資 料       ） 
 

  部門別売上高の推移 

 
当 事 業 年 度  

 
  18.4. 1 
   

 
前 事 業 年 度  

 
  17.4. 1 

増    減 

    
   期   別 

 
 

部 門 別   19.3.31 構成比   18.3.31 構成比 金  額 率 

情報コミュニケーション 
百万円 

５６１，９５５ 
％ 
48.3 

百万円 
５６３，７０１ 

％ 
47.6 

百万円 
 △１，７４６ 

％ 
△0.3 

生 活 ･ 産 業 ３８０，９８３ 32.8 ３８５，０９１ 32.5 △４，１０８ △1.1 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス ２１９，３０４ 18.9 ２３４，９３８ 19.9 △１５，６３４ △6.7 

合       計 １，１６２，２４４ 100.0 １，１８３，７３１ 100.0 △２１，４８７ △1.8 

 

 

 

                                        以  上

~~
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